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２００９年春季労使交渉の結果

・企業を取り巻くきびしい現状や今後の見通しについての認識を共有し、中長期的な視点
による話し合いをすべき
・交渉では雇用の維持・安定に努力することが求められる
・総額人件費の決定は、自社の支払能力に即して判断されるべきであり。一時的な業績変
動は、賞与・一時金に反映させることが基本
・生産性を基軸とした人件費管理が必要
・企業の現役傾向が一層強まるなか、ベース・アップは困難と判断する企業も多いものと見
込まれる。

1. 81％5,758円大手企業

1.38％3,486円中小企業

賃上率妥協額

（日本経団連）
（２００９年度版 春季労使交渉の手引きより）

・物価上昇に見合うベアによって、勤労者の実質生活を維持・確保する
・連合「賃金指標」にもとづき、賃金の絶対水準を重視した取り組みを行う
・パート労働者の組織化と待遇改善に取り組む
・ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた労働時間短縮に取り組む

連 合
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賃上げ率・額の推移
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（資料出所：厚生労働省 労使関係担当参事官室）
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新潟県内の賃上げ率と妥結額
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妥結額 賃上げ率

妥結額 3,093 3,502 4,017 3,923 3,891 2,929 

賃上げ率 1.2% 1.4% 1.6% 1.5% 1.5% 1.2%

2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年

（資料：新潟県産業労働部労政雇用課より）

2009年度の妥結額は2,929千
円、賃上げ率は1.2％であった。

※この調査は中小企業の組合を中心に実施しており、県内全体の動向を直接表しているものといえません
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賃金の改定にあたり最も重視した要素
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日本経団連 ２００９年
「春季労使交渉トップアンケート調査結果」
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金融危機以降、労使の安定に向けて実施した措置
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所定労働時間の圧縮

副業の容認

不稼動時間を活用した教育訓練の実施

年次有給休暇の取得促進

一時休業の実施

配置転換、応援出向、転籍

雇用調整助成金の申請

一般社員の賃金・賞与の減額

管理職賃金・賞与の減額

役員報酬の減額

時間外労働の削減・抑制

2009年
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今後の望ましい定期昇給のあり方
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労使交渉の結果、賃上げ・賞与以外にとられた措置（複数回答）
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退職一時金・年金制度の見直し

人材育成施策の拡充
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ワーク・ライフ・バランスに関連する施策の拡充

諸手当の見直し

裁判員制度に関する諸措置
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２０１０年春季賃金改定の方向



12

(1) 賃金より雇用を重視した交渉・協議の重要性

企業が雇用を大切にする方針を明確にすることは、モチベーションを維持・向上させ、仕

事に積極的に取り組む原動力となり、組織への忠誠心やチームワークの醸成などにもつ

ながる。それにより、中長期的に企業の競争力をさらに高める基盤となる

(2) 総労働時間の短縮の要求について

・ 業務効率の高い働き方を創造することで、はじめて恒常的な長時間労働の是正が可能

・ 総労働時間が減少した今は、仕事や働き方を見直す好機

・ 生産性の向上を前提とした交渉・協議が基本

(3) いわゆる「非正規労働者」の待遇改善について

・ 従業員の待遇に関しては、同一労働同一賃金の考え方にもとづき、必要な対応を図る

ことが求めれる。

・ 処遇見直しの際には、各企業の実際に即して、全体の人件費管理の観点に立って、自

社の実態に応じて検討することが必要

(4) きびしい経営環境化における総額人件費決定のあり方

・ 賃金の決定はあくまで自社の支払い能力の即して判断することが強く求めれれる

・ 恒常的な生産性の向上に裏づけされた付加価値の増加分がある場合は、自社の事情

を踏まえて総額人件費改定の原資とすることが考えられる。

労使交渉・協議に向けた経営側の基本姿勢
（「２０１０年度版 経営労働政策委員会報告」より）

生産性を基軸とし、中長期的視点に立った総額人件費管理の徹底が必要
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連合「2010春季生活闘争方針」の特徴点

（出典：20１０年 春季生活闘争方針より）

Ⅰ. 位置づけ

・労働諸条件の交渉を強化するとともに、現下の状況において勤労者の雇用と生活を守る
・「労働条件の取り組み」と「政策制度からの取り組み」を車の両輪として闘争を推進

Ⅱ. 取り組みの柱

1. 非正規労働者を含むすべての労働者を対象に労働諸条件の改善に取り組み

2. すべての組合で賃金カーブを維持する取り組みを徹底

3. 雇用の安定・創出に係わる政策制度の実現に向けた取り組みの強化

4. 共闘連絡会議の体制強化

5. 政策・制度との連携強化

Ⅲ．全ての組合が取り組む課題（ミニマム運動課題）

1. 賃金カーブ維持分を必ず確保する

2. 非正規労働者を含めた全従業員を対象に待遇改善に取り組む

3. 賃金の底上げをはかるため企業内最低賃金協定を拡大し、その水準を引き上げる

4. 減少した労働時間をもとの長労働時間に戻させないよう、産業実態を踏まえた総労働時
間短縮や、時間外・休日労働の割増率の引き上げを行い、雇用の安定・創出を図る

Ⅳ．賃金の相場形成・波及メカニズムの構築

（詳細は略）



14

標準到達目標と賃金カーブ目標

① 賃金水準改善のための水準値

＜到達すべき水準値（参考）＞ ⇒ 昨年と同じ

25歳 185,000円、30歳 210,000円、35歳 240,000円、40歳 265,000円

② 賃金引上げ要求目安

賃金水準の低下を阻止するため、賃金カーブ維持分の確保を図る。

＜賃金カーブの算定が可能＞

・賃金カーブの確保・カーブ維持分の労使確認＋500円以上（賃金改善分）

＜賃金カーブの算定困難＞

・賃金カーブの確保相当分4,500円（目安）＋500円以上（賃金改善分）

（出典：20１０ 春季生活闘争方針より）
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（参考）新潟県の最低賃金

新潟県 自動車（新車）、自動車部品・付属品小
売業 最低賃金

新潟県 各種商品小売業 最低賃金

※衣食住にわたる各種商品を一括して１つの
事業所で小売する事業で百貨店、総合スー
パー等を営む事業所

新潟県 電気機械器具、情報通信機械器具、電
子部品・デバイス製造業
※電球製造業及び電気計測器製造業を除く

新潟県最低賃金

名称

産業別最低
賃金

地域別
最低賃金

７７６円

（７７２円）

７３２円

（７３０円）

７７８円

（７７５円）

６６９円
※（６６９円）

時間額

※カッコ内は昨年

（参考）民主党マニフェスト ： 最低賃金時給1000円？に



賃金制度改革と
賃上げ基準の考え方
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多様化する雇用形態のあり方

長期蓄積活用能力型

ｸﾞﾙｰﾌﾟ

高度専門能力活用型

ｸﾞﾙｰﾌﾟ

雇用柔軟型ｸﾞﾙｰﾌﾟ

（日経連が１９９６年に示した「新しい雇用管理」のあり方より）

移動定着

企業側の考え方

短
期
継
続

長
期
継
続

従
業
員
側
の
考
え
方

＜ 企業・従業員の雇用・勤続に対する関係 ＞
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賃金制度の考え方

      
雇用形態 対 象 賃 金 賞 与 

退職金 

年金 

昇進 

昇格 

長期蓄積能力 

活用型ｸﾞﾙｰﾌﾟ 

期 間 の 定

め の な い

雇用契約 

管 理 職 ・

総 合 職 ・

技能部門

の基幹職 

月 給 制か

年俸制 

職能給 

昇給あり 

定 率 ＋ 業

績スライド 

ポイント

制 

役職昇進 

職能資格 

昇格 

高度専門能力 

活用型ｸﾞﾙｰﾌﾟ 

有 期 雇 用

契約 

専門部門

（企画・営

業 ・ 研 究

開発等） 

年俸制 

業績給 

昇給なし 

 

成果配分 なし 業績評価 

雇用柔軟型 

      ｸﾞﾙｰﾌﾟ 

有 期 雇 用

契約 

一般職 

技能部門 

販売部門 

時間給制 

職務給 

昇給なし 

 

定率 なし 
上 位 職 務

への転換 

 

（日経連が１９９６年に示した「新しい雇用管理」のあり方より）

・付加価値生産性に応じた総額人件費管理の徹底

・賃金水準の適正化と年功型賃金からの脱却

・仕事や役割に応じた複線的な賃金管理への転換

（日経連の考え方より）
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定昇の中味と意義 ～人材成長コストの視点～

基本給 職能給 昇格昇給
習熟昇給

＜定昇の中味＞（※） ⇒ 今年の春闘は、定昇維持が焦点
①自動昇給（狭義）～年齢や勤続など属人的要素を基準
②習熟昇給
③昇格昇給～昇格（等級アップ）を基準

＜定昇の意義＞
①仕事の習熟や成果に応じた実力差を賃金に反映
②社員の生活水準の維持・向上
③社員の向上心を刺激し、モラールアップを期す

【基本給の構成（例）】
※本来の定昇は自動昇給の
みであり、習熟及び昇格昇給
は定昇でない昇給となる。

年齢給
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ベアと定昇の性格と機能

個人
仕事、能力、年齢
格 差
制 度
随 時
有
額（円）
企業性

全体
生計費、生産性
水 準
交 渉
４ 月
無
率（％）
社会性

対象
要素
構造
運用
時期
査定
表示
性格

昇給ないし定昇ベ ア基準

※春季労使交渉では、マスコミ等で発表される賃上げ率は一般的に定昇
とベアの合計となっていることに注意。（ベア交渉は役割を終えたとい
われている）。

※多くの中小企業は賃金表がないため「ベア」と「定昇」の区別はで
きていない。 ⇒ 中小企業では賃上げしていない企業が多い
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総額人件費の重要性

総額人件費

現金給与総額

現金給与以外の人件費

所定内給与

時間外手当

賞与・一時金

退職金等

法定福利費

法定外福利費

現物給与

教育訓練費

その他

（１００．０）

（１３．２）

（４０．４）

（１６．１）

（１９．０）

（４．９）

（０．４）

（０．８）

（０．７）

※（ ）内は、所定内給与を100とした場合の割合。
[   ]内は、総額人件費を100とした場合の割合。

総額人件費（月平均）の内訳 （推計値）

（２０１０年度版 春季労使交渉の手引きより）

[５１．１]

［６．８]

[２０．７]

［８．２］

［９．７］

［２．５］

［０．２］

［０．４］

［０．４］

（１９５．５）

[１００．０]

（１５３．６）

[ ７８．６]

（４１．９）

[２１．４]

※厚生年金の保険料率が2004年10月より
14年間かけて毎年0.354%ずつ18.30%（09
年9月現在で15.704%）まで段階的に引き
上げられるなど法定福利費が増加する。
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新潟県の健康保険料増加額 （Ｈ２２ ３月より）
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適正な賃金決定のあり方

実質国内生産性上昇率 ≒ 雇用者一人当りの所得上昇率

●実質国内経済生産性 ＝
実質国内総生産（ＧＤＰ）

就業者数

名目付加価値生産性上昇率 ≧ 従業員一人当り総額人件費上昇率

●名目付加価値生産性 ＝

＜国民経済レベル（マクロ）・・・・生産性基準原理＞

＜個別企業レベル（ミクロ）・・・・支払能力＞

人件費＋課税前利益＋金融費用＋賃借料＋租税公課

就業者数

節度ある調和
経営計画との連動経営計画との連動
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2008年度
(H20)

2009年度
(H21)

2010年度
(H22)

実績 実績見込み 見通し
名目 名目 名目 名目 実質 名目 実質

１．国内総生産 兆円 兆円 兆円 ％程度 ％程度 ％程度 ％程度
国内総生産 494.2 473.1 475.2 ▲ 4.3 ▲ 2.6 0.4 1.4
民間最終消費支出 288.1 283.4 283.0 ▲ 1.6 0.6 ▲ 0.2 1.0
民間住宅 16.4 13.1 13.6 ▲ 20.2 ▲ 16.9 4.0 4,4
民間企業設備 76.7 61.9 63.4 ▲ 19.4 ▲ 16.5 2.5 3.1

２．雇用 万人程度
労働力人口 6,648 6,615 6,625
就業者総数 6,373 6,260 6,275

（％程度）
完全失業率 4.1 5.4 5.3

３．生産 ％程度
鉱工業生産指数

対前年度比増減率 ▲ 12.7 ▲ 11.2 8.0 - -
４．物価 ％程度

国内企業物価指数変化率 3.2 ▲ 5.4 ▲ 0.9 - -
消費者物価指数変化率 1.1 ▲ 1.6 ▲ 0.8 - -

５．国際収支 兆円程度
経常収支 12.3 14.0 15.8 - -
貿易収支 1.2 4.4 5.0 - -

輸　　　出 67.7 51.8 55.2
輸　　　入 66.6 47.4 50.3

▲ 1.8

％程度 ％程度

0.2
0.3

▲ 0.5

対前年度比増減率

200９年度 2010年度

％程度 ％程度

▲ 28.5
6.6
6.0

- -

▲ 23.3

主 要 経 済 指 標

労働力人口が15歳以上の人
に占める割合は、09年で
59.9％と初めて60％を切った。
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経済成長率と賃上げ・物価の推移

※２００９年度は見通し、２００８年度は実績見込みである。

（単位：％）

２００７年度
（Ｈ１９）

２００８年度
（Ｈ２０）

２００９年度
（Ｈ２１）

２０１０年度
（Ｈ２２）

実質ＧＤＰ成長率(※） 1.8 ▲ 3.7 ▲ 2.6 1.4

春季賃上げ率
（中小企業）

1.87
(1.55）

1.99
(1.54）

1.83
(??） ?

消費者物価上昇率
（年ベース）

0.4 1.1 ▲ 1.6 ▲ 0.8



26

平成２２年度の賃上げ予測（？）

■賃上げ予想率を、中小企業に換算すると、
0.80%～１.40%（1,950円～3,420円）当たりか？？

■賃上げ予想率を、中小企業に換算すると、
0.80%～１.40%（1,950円～3,420円）当たりか？？

■「日経連の生産性基準原理に基づく賃上げ率の目安値」
平成２２年度実質経済成長率－就業者人口増加率＝実質国民経済生産性上昇率

（１.4%） (0.3%) (１.１%)

※賃上げ決定の３要素（労働需給関係、消費者物価、企業収益）はいずれも
賃上げ率を押し下げる方向に動いている。
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（参考） 労働法関連の改正の動き

1. 労働基準法（平成22年4月1日施行）

2. 雇用保険法（平成21年4月1日施行）

3. パートタイム労働法（平成20年4月1日施行）

4. 育児・介護休業法の改正（平成22年6月30日施行）

5. 中小企業緊急雇用安定助成金の改正(平成21年12月1日より）

6. 残業削減雇用維持奨励金の創設 （平成21年6月8日 適用）
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１．労働基準法の改正（平成22年4月1日施行）

⇒ 就業規則の見直しが必要
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しかしながら、特別条項付き
３６協定を締結した場合はこ
の限りではありません。

中小企業は
４５時間

⇒ 3年後再検討
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１．特別条項付き36 協定（例） ～ 中小企業の場合 ～

一定期間における延長時間は、1ｶか月４５時間、1 年３６０時間とする。
ただし、通常の生産量を大幅に超える受注が集中し、特に納期がひっ迫したときは、労使の協議を経て、

６回を限度として１か月６０時間まで延長することができ、１年５００時間まで延長することができる。この場
合の割増賃金率は、１か月４５時間を超えた場合又は１年３６０時間を超えた場合は３５％とする。

２．就業規則（賃金規程）（例） ～ 大企業の場合 ～

（割増賃金）
第○条 時間外労働に対する割増賃金は次の割増賃金率に基づき、次の計算方法により支給する。

（１） １か月の時間外労働時間数に応じた割増賃金率は、次のとおりとする。なお、この場合の１か月は毎
月１日を起算日とする。
① 時間外労働４５時間以下 ２５％
② 時間外労働４５時間超～６０時間以下 ３５％
③ 時間外労働６０時間超 ５０％
④ ③の時間外労働のうち代替休暇を取得した時間 ３５％（残り１５％の割増賃金分は代替休暇に充当）

（２） １年間の時間外労働時間数が３６０時間を超えた部分については、４０％とする。なお、この場合の１
年は毎年４日を起算日とする。

＜ 特別条項付き協定・賃金規程例 ＞

特別条項付き協定は、これを所轄労基署長に届け出ることによって効力を有することになります。
届出の様式は、労基法施行規則１７条の様式９号に、「特別条項付き」であることを記載の上、所
要事項を記載します。
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２．雇用保険法の改正（平成21年4月1日施行）
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３．パートタイム労働法（H20.4.1改正施行）

1. 法律の目的として、「通常の労働者への転換の推進」をうたい、「通常の労働者との均衡のと
れた待遇の確保等を図ることを通じて」福祉の増進、社会経済の発展に寄与するものへと改
正を図った

2. 労働条件の文書交付義務（労基法15 条の事項に加え、特定事項-昇給、賞与、退職金の有
無-の明示を義務付けた）

3. 「業務の内容及び責任の程度が通常の労働者と同一の短時間労働者」であり、かつ、「期間
の定めのない雇用契約」者のうち、事業場慣行からみて、雇用の全期間おいて、人材活用の
仕組みや運用が通常の労働者と同視すべき短時間労働者については、「賃金の決定、教育
訓練の実施、福利厚生施設の利用その他の待遇について差別的取扱いをしてはならない。」

4. 「業務の内容及び責任の程度が通常の労働者と同一の短時間労働者」に対しては、通常の
労働者と同様の教育訓練を実施する義務

5. 福利厚生施設（給食施設、休憩施設及び更衣室）の利用について、通常労働者と同様の機会
を与えるように配慮しなければならない

6. 通常の労働者への転換のための選択的措置義務（「募集条件の周知」、「応募機会の付与」、
「転換制度の整備」のうちいずれかの措置を講ずる義務) 

7. 短時間労働者の求めがあったときは待遇の決定経緯（考慮した事項）について説明する義務
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パートタイム労働者の態様
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労働契約書（サンプル）

パートタイム労働法改正で
（平成２０年４月１日施行）

・昇給の有無
・賞与の有無
・退職金の有無

の明示が義務化された

有期労働契約は、
・契約の更新の有無
・判断基準
の明示が義務化された
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４．育児・介護休業法の改正 （平成22年6月30日施行）

改正育児・介護休業法の一部施行日が平成22年６月30日です。企業は、いわゆる「パパ・ママ
育休プラス（子が１歳２か月になるまで育児休業を認める制度）」などを導入することが義務にな
ります。

■■ 平成22年6月30日に施行される内容 ■■

●パパ・ママ育休プラス（父母で育児休業を取得する場合の育児休業可能期間の延長）
共働き世帯で、父母がともに育児休業を取得する場合、原則として子が１歳２か月に達するま

でにそれぞれ１年を超えない範囲で休業できるようにする必要があります（現在は原則として「子
が１歳に達するまでの間」です）。

●出産後８週間以内における父親の育児休業取得促進
配偶者の出産後８週間以内に、父親が育児休業を取得した場合には、特例として、理由を問わ

ず、育児休業を再度取得できるようになります（現在の制度では、一定の理由がある場合に限り、
再度の取得が可能です）。

●配偶者が専業主婦(夫)である者の適用除外規定の廃止
現在は、労使協定を結ぶと、専業主婦（夫）を有する人には育児休業を認めないことが許され

ていますが、6月30日からは育児休業を認めなくてはいけなくなります。



36

●子の看護休暇の拡充
請求された場合、子の看護休暇を下記の日数分、与えなくてはいけなくなります。

・現行………小学校に入る前の子がいる場合、子の人数に関わらず一律年５日が限度
・改正後……小学校に入る前の子が１人であれば年５日、２人以上であれば年１０日が限度

●介護のための短期の休暇制度の創設
要介護状態にある家族の通院の付き添い等が必要な人から請求された場合、年５日（対

象家族が２人以上であれば年１０日）までの介護休暇を与えなくてはいけなくなります。

●その他

従来の「勤務時間短縮等の措置」を厳密化し、「短時間勤務制度」、「所定外労働の制
限」を義務規定とするなどの改正が実施されます（詳細はまだ政府発表されていませんの
で、決まりましたらお伝えします。ただし、１００人以下の企業は、「その他」については、当分
のあいだ猶予されます。
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厳しい経済情勢の中でも従業員の雇用維持に努力する中小企業事業主を支援するため
に、平成20年12月１日に創設された助成金です。

＜主な支給要件＞ ※○○○の部分が今回の変更箇所。

① 雇用保険の適用事業主であること
② 次のいずれかに該当すること

イ 売上高又は生産量の最近３か月間の月平均値がその直前３か月又は前年同期に比べ
５％以上減少していること（ただし、直近の決算等の経常損益が赤字であれば５％未満の減
少でも可）。

ロ 売上高又は生産量の最近３か月間の月平均値が前々年同期に比べ10％以上減少して
いることに加え、直近の決算等の経常損益が赤字であること（ただし、対象期間の初日が平
成21年12月２日から平成22年12月１日までの間にあるものに限る）。

③ 休業等を実施する場合は、従業員の全一日の休業または事業所全員一斉の短時間休
業を行うこと（平成21年２月６日から当面の期間にあっては、当該事業所における対象被保
険者等毎に１時間以上行われる休業（特例短時間休業）についても助成の対象）

④ 出向を実施する場合は、３か月以上１年以内の出向を行うこと

なお、通常、助成金の対象となった出向の終了日の翌日から６か月を経ずに開始された再
度の出向は助成金の対象とならないが、平成21年11月30日から平成22年11月29日までに
開始される再度の出向については、６か月経過していない場合も支給の対象とする。

５．中小企業緊急雇用安定助成金の改正(平成21年12月1日より）
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中小企業緊急雇用安定助成金の受給額

受給額
＊ １人１日当たり、雇用保険基本手当日額の最高額

（ 現時点で、７，６８５円 ）が上限となる。

○休業

休業手当相当額の４／５（上限あり） ※１※２
支給限度日数：３年間で３００日（休業及び教育訓練） ※３

○教育訓練

賃金相当額の４／５（上限あり） ※１※２
上記の金額に１人１日６，０００円を加算

○出向
出向元で負担した賃金の４／５（上限あり）※１※２

※１ 従業員の解雇等を行わない事業主に対しては助成率を上乗せ（４／５→９／１０）
しています。
※２ 障害のある人の休業等に対しても助成率を上乗せ（４／５→９／１０）しています。
※３ 残日数の計算は次のとおりです。

残日数 ＝ 前回までの残日数
－（ 判定基礎期間に実施した休業（教育訓練）の延人日／判定基礎期間末日の対象被保険者数）

なお、中小企業緊急雇用安定助成金の対象期間は１年であり、１年ごとに受給の要件
の確認が必要です。
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６．残業削減雇用維持奨励金の創設 （平成２１年６月８日 適用）
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ご静聴ありがとうございました！！

武田中小企業診断士・社会保険労務士事務所
所長 武田浩昭（たけだ ひろあき）

（社）中小企業診断協会 新潟県支部長

特定社会保険労務士、中小企業診断士、認定事業再生士（CTP）、
ＩＴコーディネータ、経営品質協議会セルフアセッサー、ファイナシャルプランナー（ＡＦＰ）

電話 ０２５－２７６－７７３２ 携帯 ０９０－２４９２－８３９４
e-mail ： takeda@juno.ocn.ne.jp

※お気軽にご相談ください（電話・メール相談は無料です）。


